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[事実の概要]
X等（二二名）は、Y電力会社の高圧線の接触発火を原因とする火災により住宅等の焼失被害を被ったとし、その損害賠償請求の訴えを提起した。その際、当初は、損害の全額を請求することなく、明示的に各自の損害の一割に相当する金額の支払を請求するにとどめた。その後、第一審係属中ではあるが、三年の時効期間経過後に、残部も訴求し、請求を拡張した。そこで、Yは右拡張部分について消減時効の抗弁を提出したが、一、二審とも敗訴した。原審は、Yの右抗弁を排斥し、一個の債権中特定されていない一部を請求した場合、その実質は一個の債権全部が訴訟物となっており、訴訟係属の効果も既判力もその債権全部について生じ、時効中断の効力も起訴の時に債権全部について生ずるとした。Yが上告。最高裁は、三対一で原判決中請求拡張部分を破棄し、原審へ差し戻した。

[判旨]
「裁判上の請求による時効の中断が、請求のあった範囲においてのみその効力を生ずべきことは、裁判外の請求による場合と何等異るところはない。そして、裁判上の請求があったというためには、単にその権利が訴訟において主張されたというだけでは足りず、いわゆる訴訟物となったことを要するものであって、民法一四九条、同一五七条二項、民訴二三五条等の諸規定はすべてこのことを前提としているものと解すべきである。

ところで、一個の債権の数量的な一部についてのみ判決を求める旨を明示して訴が提起された場合、原告が裁判所に対し主文において判断すべきことを求めているのは債権の一部の存否であって全部の存否でないことが明らかであるから、訴訟物となるのは右債権の一部であって全部ではない。

それ故、債権の一部についてのみ判決を求める旨明示した訴の提起があった場合、訴提起による消滅時効中断の効力は、その一部の範囲においてのみ生じ、その後時効完成前残部につき請求を拡張すれば、残部についての時効は、拡張の書面を裁判所に提出したとき中断するものと解すべきである（民訴二三五条参照)。若し、これに反し、かかる場合訴提起と共に債権全部につき時効の中断を生ずるとの見解をとるときは、訴提起当時原告自身裁判上請求しない旨明示している残部についてまで訴提起当時時効が中断したと認めることになるのであって、このような不合理な結果は到底是認し得ない。

これを本件について見るに、本訴が本件不法行為により各自の蒙った損害の全額を明らかにした上そのうち一割に相当する各金額についてのみ権利を行使する旨明示して提起されたものであることは原判示のとおりであるから、右訴の提起による消滅時効中断の効力は右当初訴求の金額の範囲に限って生ずべく、その後請求の拡張により訴訟物となった残額には及ばないものと解すべきところ、原判決がこれを右残額に及ぶものと解し、この理由をもって右残額に関するYの時効の抗弁をたやすく排斥し去ったのは、法令の解釈を誤り審理不尽の違法に陥ったものであって、論旨は理由がある。」

なお、藤田裁判官の詳細な少数意見がある。その骨子は、時効中断のための「裁判上の請求」は、訴訟という形式で確定的な権利主張があれば足り、訴訟係属まで要求しているわけではないから、本件のように債権の一部が争われ、いわば「請求の潜在的訴訟係属」がある以上は残部が消滅時効にかかることはない、と主張するものである。
